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【一般論】 

国家公務員法制のうち人事院が所管する法令の一般的な解釈について、説明を求めら

れた場合には、人事行政の公正の確保及び職員の利益の保護の観点から、必要に応じて、

人事院としての解釈を示すことになる。各府省が所管する法令については、行政事務の分

担管理原則（国家行政組織法第５条第１項）から、一義的にはその法令を所管する府省が

解釈を行うことになると解される。 

 

【懲戒処分の場合】 

国家公務員法第 82 条第１項第１号により、同法若しくは国家公務員倫理法又はこれら

の法律に基づく命令に違反した場合に懲戒処分の対象となるところ、国家公務員法第 98

条第１項において「職員は、その職務を遂行するについて、法令に従」わなければならな

いとされている。ここでいう「法令」とは、職員が「その職務を遂行するについて」定め

られているものと解されていることから、職員が法令に違反しているかどうかについては、

一義的には職員が所属する府省の解釈に基づいて、任命権者により判断されるものと考え

られる。 

なお、各府省が職員の非違行為に対して適切に対処しない場合には、人事院は、懲戒制

度の適切な運用の確保の観点から、各府省に対して助言、指導を行うこととなる。この場

合において、必要に応じて人事院としての法令解釈を示すこともあり得る。 

 

【不利益処分審査の場合】 

  懲戒処分を受けた職員は、国家公務員法第 90 条第１項に基づき、人事院に対して、審

査請求をすることができる。人事院は、同法第 91 条に基づき、当該審査請求を受理した

ときは、独自に当該事案について調査を行い、証拠に基づいて事実を認定し、人事院とし

ての法令解釈に基づき、処分が適法であるかどうか及び処分が妥当であるかどうかの処分

の量定についても判断を行うこととなる。 
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